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東京 23 区の地域包括支援センター看護職による
「通いの場」の支援状況と関連因子

Status and Related Factors of Support for Community-based Activities of Nursing
Staff at Community General Support Centers in Tokyo Special Wards
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1）国際医療福祉大学大学院医療福祉学研究科　2）共立女子大学大学院看護学研究科

要　旨
目的：	東京 23 区の地域包括支援センター（以下、「包括」）の看護職による「通いの場」の支援状況と支

援に関連する因子について明らかにすることを目的とした。
方法：	東京	23	区内にある包括 304 カ所に勤務し、「通いの場」の支援を行っている看護職を対象として、

無記名自記式質問紙調査を実施した。
結果：	支援状況について、「核となる住民との協力関係をつくる」は実施割合が 7割強と高く、「立ち上

げを支援する」「核となる住民を育成する」は 4割強と他項目と比べて実施割合が低かった。支援
状況の関連因子について重回帰分析を実施した結果、支援期間、包括看護職のコンピテンシー、
住民・民間組織との連携状況の 3項目が支援状況に有意に関連することが示された。

考察：	支援状況の関連因子の分析から、住民・民間組織との連携強化と包括看護職のコンピテンシーの
強化が「通いの場」の立ち上げ、普及に資する可能性が示唆された。

Abstract
 Objective:		This	study	aimed	to	clarify	the	status	and	related	factors	of	support	for	community-based	

activities	by	nursing	staff	of	community	general	support	centers	in	Tokyo	special	wards.
　Methods:		An	anonymous	self-administered	questionnaire	survey	was	conducted	among	nursing	staff	

who	provided	community-based	activities	at	304	community	general	support	centers	 in	
Tokyo	special	wards.

　		Results:		With	regard	to	the	status	of	support	 for	community-based	activities,	 the	percentages	of	
nurses	who	reported	“building	cooperative	relationships	with	key	individuals	among	resi-
dents”	and	“supporting	the	management	system	to	promote	participation”were	both	high-
er	than	others	and	exceeded	70％ .	The	percentages	of	nurses	who	reported	“supporting	
the	 launch”	and	“fostering	 leadership	of	key	persons	among	residents”	were	 lower	than	
others	and	was	about	40%.	A	multiple	regression	analysis	of	factors	related	to	support	sta-
tus	revealed	that	three	 factors	had	a	highly	significant	association	with	support	status：	
support	period,	competency	of	nursing	staff	at	the	community	general	support	center,	and	
level	of	cooperation	with	residents	and	local	organizations.

Discussion:		Results	of	 the	analysis	of	 factors	related	to	support	status	suggested	that	strengthening	
cooperation	with	residents	and	local	organizations	may	contribute	to	the	development	and	
spread	of	community-based	activities.
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Ⅰ．緒　言

　我が国では、少子高齢化、人口減少が大きな課
題となっており、2021 年の推計人口において、
老年人口割合は 30％に達している1）。また、介護
保険制度における要支援、要介護認定者数も年々
増加しており2）、高齢者が住み慣れた地域で暮ら
していくため、自立した生活が営めているうちか
ら、積極的に介護予防を行っていくことが重要と
なっている。このため 2015 年の介護保険法改正
において、「介護予防・日常生活総合支援事業
（以下、「総合事業」とする）」が創設され、2017
年 4 月より、全国の市町村において様々なサービ
スが開始されている。総合事業の中の「一般介護
予防事業」は、全ての第 1 号被保険者（65 歳以
上の高齢者）を対象とし、身体機能の改善のみな
らず、高齢者の社会参加や生きがいづくりを通じ
て、介護予防を行っていくものである。
　「通いの場」は、住民が主体となって地域で行
う介護予防活動であり、一般介護予防事業のひと
つに位置づけられている。活動内容は、会食や茶
話会、認知症予防など様々であるが、体操（運
動）が全体の半数以上を占めており、実際に身体
機能の改善効果も確認されている3）。また、身体
面だけでなく、精神面、社会面においてもその効
果が示唆されている4・5）。「通いの場」の実施件数
は年々増加し、2018 年の時点で全国の市町村の
89.5％6）で実施されていることが報告されており、
これは 2013 年と比べると約 25％の増加となって
いる。
　東京都は、全国の中でも高齢者の増加率が高
く、今後急速に老年人口割合が高まると推計され
ている。一方、介護保険第 1号被保険者の要介護
度別の割合は、要支援 1が最も高く7）、全国と比
べて約 10％高い数値となっていることからも、
東京都は特に一般介護予防事業に力を入れる必要
性があるといえる。しかし、2018 年の調査では、
東京都の「通いの場」への参加率は約 4％と、他
の都道府県と比べると参加率が低い状況にあるこ
とが報告されており、「通いの場」を普及させる
ための支援が必要となっている。
　地域包括支援センター（以下、「包括」とする）
は、2005 年度の介護保険法改正に伴い設置され、
介護予防活動の重要な拠点となっている。包括に

は、原則として社会福祉士、主任介護支援専門
員、保健師の 3職種を置くことが設置基準として
決められているが、保健師の代わりに地域で就業
経験のある看護師も配置可能であり、実際に約
25％（2019）8）の包括では、看護師が配置されて
いる。包括に所属している保健師ならびに看護師
（以下、「包括看護職」とする）は、包括唯一の保
健医療職として、特に介護予防事業への貢献が期
待されている。加えて、包括看護職の役割として
住民の主体的な地域活動の支援が求められている
こと9）から、包括看護職には、住民による「通い
の場」の立ち上げを支援するとともに、「通いの
場」を広く地域に普及させていく役割を担うこと
が期待される。しかしながら、このような住民主
体の地域活動支援に関して、行政保健師による自
主グループ移行を促す支援方法10）や支援上の課
題11）などが明らかになっているが、包括看護職
による「通いの場」への支援に関する報告はな
い。
　このため、東京 23 区における包括看護職によ
る「通いの場」への支援の実施状況と支援の実施
状況に関連する因子を明らかにすることを目的と
して、本研究を実施した。
　なお、「通いの場」は、明確に一般介護予防事
業に位置づけられないまま実施されているものも
あることから、本研究における「通いの場」と
は、厚生労働省の定義12）をもとに、1．体操や趣
味活動等を行い介護予防に資すると特別区が判断
する通いの場であること、2．通いの場の運営主
体は、住民であること、3．通いの場の運営につ
いて、特別区が財政的支援（地域支援事業の一般
介護予防事業、地域支援事業の任意事業、特別区
の独自事業等）を行っているものに限らない、	
4．月 1 回以上の活動実績があること（新型コロ
ナウイルス感染症予防対策実施前の状況として）
の 4つの条件を全て満たすものとした。

Ⅱ．方　法

1．調査対象
　本調査は、東京 23 区内にある包括に勤務して
おり、「通いの場」の支援を行っている看護職を
対象とした。



東京 23 区の地域包括支援センター看護職による「通いの場」の支援状況と関連因子

15

2．データ収集方法
　無記名自記式質問紙調査を 2020 年 9 月～10 月
に実施した。東京 23 区内にある包括 304 カ所の
管理者宛に研究協力依頼文書を送付し、「通いの
場」の支援を担当している看護職からの回答を依
頼した。なお、包括に在籍する保健師の人数は、
平均 1.4 人である8）ことから、質問紙は 1施設に
つき 2部送付した。研究に協力いただける場合、
同封した対象者宛の研究協力依頼文書、質問紙、
返送用封筒を対象者に渡していただき、対象者本
人が自由意思にて協力する場合、質問紙に回答
し、自身で同封した返送用封筒を用いて質問紙を
返送してもらった。

3．調査項目
1）対象者の属性　
　年齢、性別、保有資格、最終学歴、他施設での
勤務経験と勤務場所、現在の包括での勤続年数に
ついて尋ねた。
2）所属する包括の属性　
　看護職の人数、運営方式、担当地区の高齢者人
口について尋ねた。看護職の人数、運営方式は選
択式とし、高齢者人口は 100 人単位で記入しても
らった。
3）管轄地区の「通いの場」の実態　
　調査時点では、新型コロナウイルス感染症対策
によって本来の開催計画が変更されていることが
想定されたため、新型コロナウイルス感染対策実
施前の状況として、「通いの場」の設置数、目標
設置数の有無、活動内容、1カ所 1回あたりの平
均参加人数、介護予防機能の評価について尋ね
た。加えて、調査時点 ( コロナ禍 ) での実施状況、
感染症対策、「通いの場」が計画どおり開催され
ていない場合これを補うための取り組みについて
尋ねた。
　「通いの場」の介護予防としての機能評価は、
「介護予防の場として十分に機能していると思い
ますか」という問に対して、「そう思わない」～
「そう思う」の 4段階のリッカート尺度で回答を
得た。コロナ禍での実施状況については、「全面
的に中止している」「一部実施している」「全て実
施している」で回答を得、実施している場合は、
行っている感染症対策を選択肢から選んでもらっ
た。「通いの場」を補うための取り組みについて

は、自由記述欄を設けた。
4）「通いの場」への支援の実態　
　担当状況、支援期間、支援の実施状況を尋ね
た。支援の実施状況については、先行研究13）か
ら支援の 7つの側面を設定し、それぞれについて
「できていない」～「できている」の 4 段階の
リッカート尺度で問うた。また、「できていない」
「あまりできていない」を選択した場合は、その
理由を選択してもらった。
5）職場の連携状況　
　「通いの場」への支援状況に、職場内外の連携
状況が影響すると考えられるため、先行研究14）

をもとに包括、自治体、関係機関、住民・民間組
織の連携先別に研修機会、相談体制、協力体制に
ついて質問し、3段階で回答してもらった。
6）包括看護職のコンピテンシー　
　「通いの場」への支援状況に、包括看護職自身
のコンピテンシーが影響すると考えられるため、
先行研究15）をもとに包括看護職のコンピテンシー
の 8項目を設定し、「できていない」～「できて
いる」の 4段階のリッカート尺度を用い、当ては
まるものを選択してもらった。

4．分析方法
　返送があったもののうち、看護職以外が回答し
ているものを除き、記述統計によって実態の把握
を行った。また、支援の関連因子の検討には、
「通いの場」の支援の実施状況（7項目）につい
て、「できていない」（1点）、「あまりできていな
い」（2点）、「少しできている」（3点）、「できて
いる」（4点）として、合計点を算出して従属変
数とした。独立変数としては、対象者の属性、所
属する包括の属性、「通いの場」の担当状況、職
場の連携状況（連携先別に「ない /できない」1
点～「十分ある /十分できる」3点として算出し
た合計点）、包括看護職のコンピテンシー	（「でき
ていない」を 1点～「できている」を 4点として
算出した合計点）を用い、それぞれ Spearman
の順位相関係数分析を行った。そのうち、有意な
相関がみられた項目を独立変数として、重回帰分
析（強制投入法）を実施した。統計解析には、
IBM	SPSS	Statistics	ver25 を使用し、有意水準
は 5％未満とした。欠損値は、分析ごとに除外し
た。
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5．倫理的配慮
　対象者には、文書によって研究の目的、方法、
対象者は研究に協力しない場合でも、なんらの不
利益を被らないこと等、倫理的配慮について説明
し、自由意思にて協力していただける場合、質問
紙の返送をもって、同意を確認した。質問紙は無
記名であるため、研究者は個人情報を取得しな
かった。なお本研究は、共立女子大学・共立女子
短期大学研究倫理審査委員会の承認を得て実施し
た（承認番号 :KWU-1	RBA#	20011）。

Ⅲ．結　果

1．回収結果
　返送があったのは 115 名であり、そのうち看護
職者以外が回答しているものを除いた 108 名を分
析対象とした。回収率は 18.9％であり、有効回答
率は 93.9％であった。

2．対象者の属性
　 年 齢 は 40 代 29 人（26.9 ％） と 50 代 30 人
（27.8％）で半数以上を占めていた。性別は、女

性 101 人（94.4％）、男性 6人（5.6％）であった。
また、51 人（47.2％）が看護師に加えて保健師の
資格を保有しており、35 人（32.4％）が介護支援
専門員の資格も保有していた。最終学歴は、専門
学校が 46 人（43.4％）、4年制大学 44 人（41.5％）
であった。他施設での勤務経験は、105 人（97.2％）
が「あり」と答えており、病院・診療所が 86 人
（79.6％）で最も多かった。現在の包括での勤続
年数は平均 4.4 ± 3.6 年であった。（表 1）

3．所属する包括の属性
　所属している看護職の人数は、2 人が 51 人
（47.7 ％） と 最 も 多 く、 次 い で 1 人 が 36 人
（33.6％）、3 人以上が 20 人（18.7％）であった。
運営方式は、全てが委託型であり、運営母体は社
会福祉法人が 73 人（67.6％）で最も多かった。
管轄地区の高齢者人口は、6000～8000 人未満が
38 人（42.2％）と多く、次に 4000～6000 人未満
が 26 人（28.9％）であった。（表 2）

4．管轄地区の「通いの場」の実態
　現在設置されている「通いの場」の数は平均
12.7 ± 18.0 カ所であり、目標設置数は、「なし」
が 77 人（78.6％）、「あり」が 21 人（21.4％）で
あった。活動内容は、体操（運動）が 93 カ所
（90.3％）で最も多く、茶話会 69 カ所（67.0％）、
認知症予防 61 カ所（59.2％）と続いており、そ
の他では、介護者の会などが挙げられた。「通い
の場」1カ所の 1回における平均参加人数は、11

項目 n (%)
or Mean±SD

年齢 20 代 14 13.0
(n=108) 30 代 22 20.3

40 代 29 26.9
50 代 30 27.8
60 代以上 13 12.0

性別 女性 101 94.4
(n=107) 男性 6 5.6

保有資格* 看護師 108 100.0
(n=108) 保健師 51 47.2

介護支援専門員 35 32.4

その他 14 13.0

最終学歴 専門学校 46 43.4
(n=106) 4 年制大学 44 41.5

短期大学 9 8.5
大学院 6 5.7
専攻科 1 0.9

包括に勤める前
の他施設での勤

務経験 (n=108)

あり 105 97.2

なし 3 2.8

包括に勤める前
の勤務場所*

(n=105)

病院・診療所 86 79.6

介護老人福祉・保健施設 22 20.4

訪問看護ステーション 20 18.5

市町村保健センター 10 9.3

保健所 4 3.7

教育機関 4 3.7

その他 20 18.5

現在の包括での勤続年数 (n=106) 4.4±3.6

*:複数回答可

項目 n (%)

看護職の人 1 人 36 33.6

数(n=107) 2 人 51 47.7

3 人以上 20 18.7

運営方式 委託型 108 100.0 

(n=108) 直営型 0 0

運営母体 社会福祉法人 73 67.6

(n=108) 医療法人 12 11.1

株式会社 11 10.2

社会福祉協議会 6 5.6

その他 6 5.5

包括の管轄

地区の高齢

者人口

(n=90)

4000 人未満 4 4.4

4000～6000 人未満 26 28.9

6000～8000 人未満 38 42.2

8000～10000 人未満 9 10.0

10000 人以上 13 14.4

表 1　対象者の属性

表 2　所属する包括の属性
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～15 人が 32 人（34.4％）と最も多く、次いで 16
～20 人が 26 人（28.0％）であった。また、新型
コロナウイルス感染症対策前の「通いの場」がう
まく機能しているかどうかについては、「どちら
かといえばそう思う」が 55 人（54.5％）、「そう
思う」が 39 人（38.6％）であり、この 2 項目で
90％以上を占めていた。（表 3）
　コロナ禍での実施状況については、一部実施
79 人（76.0％）、全面中止 24 人（23.1％）、全面
実施 1人（1.0％）であった（表 3）。実施してい
る感染予防対策は、手指消毒と換気が 79 人
（100.0％）、マスク着用の励行 78 人（98.7％）、体
温測定 72 人（91.9％）、人数制限 69 人（87.3％）、
その他は 28 人（24.3％）であった。また、「通い
の場」の縮小、中止を補う取り組みとしては、
「チラシの作成・配布」が 22 人（43.1％）と最も
多く、チラシの内容は、運動やフレイル予防、感
染予防、脳トレなどが挙げられた。次いで、「電
話による状況確認」が 12 人（23.5％）と多く、

他にも「オンラインでの実施」や「セミナーの開
催」、「参加者への手紙の送付」、「訪問」、「出張相
談会の開催」などが挙げられた。

5．「通いの場」への支援の実態　
　支援の担当状況は、主担当として支援を行う
44 人（44.0％）、主担当ではないがよく支援を行
う 15 人（15.0％）、主担当ではないが必要時支援
を行うことがある 41 人（41.0％）であった。自
身が主担当ではない場合の主担当者は、社会福祉
士が 16 人（28.6％）と最も多く、担当が決まっ
ていない・輪番制が 14 人（25.0％）と次に多かっ
た。他に、介護支援専門員や生活支援コーディ
ネーターなどが挙げられた。支援期間は、1年未
満 21 人（20.6 ％）、1 年 以 上～2 年 未 満 23 人
（22.5％）、2 年以上～3 年未満 15 人（14.7％）、3
年以上～4年未満 16 人（15.7％）、4年以上～5年
未満 9 人（8.8％）、5 年以上 18 人（17.6％）で
あった。
　支援の実施状況については、「立ち上げを支援
する」が「できていない」31 人（29.0％）と「あ
まりできていない」30 人（28.0％）で半数を超え
ていた（表 4）。その理由として、「その他」34 人
（39.5％）が多く、「担当していない」、「支援を行
う必要がない」、「実施する場所がない」といった
ことが挙げられた（表 5）。また、「核となる住民
を育成する」も「できていない」27 人（25.2％）
と「あまりできていない」33 人（30.8％）で半数
を超えていた（表 4）。その理由として、「その他」
28 人（34.1％）が多く、「核となる住民がいない」
ことが多く挙げられた（表 5）。その他の 5項目
は、「少しできている」と「できている」を合わ
せて 60％を超えていた（表 4）。また、「住民が相
互に支え合うための活動ができるよう支援する」
ことができていない理由として、「方法がわから
ない」10 人（22.7％）、「技術が不足している」13
人（29.5％）で、他の支援項目と比べて高かった
（表 5）。「核となる住民との協力関係をつくる」
と「参加しやすい運営体制になるよう支援する」
は、どちらも「技術が不足している」の割合が
25％を超えており、他の支援項目と比べて高かっ
た。（表 5）

表 3　管轄地区の「通いの場」の実態

項目 n (%)

or Mean±SD

通いの場数 (n=98) 12.7±18.0

目標設置数 なし 77 78.6 

(n=98) あり 21 21.4 

活動内容* 体操(運動) 93 90.3 

(n=103) 茶話会 69 67.0 

認知症予防 61 59.2 

趣味活動 57 55.3 

食事会 43 37.4 

その他 10 9.7 

平均参加人数 1～5 人 4 4.3 
(n=93) 6～10 人 22 23.7 

11～15人 32 34.4 
16～20人 26 28.0 
21～25人 6 6.5 

26～30人 3 3.2 

介護予防の場と

しての機能評価

(n=101)

そう思わない 1 1.0

どちらかといえばそう

思わない

6 5.9

どちらかといえばそう

思う

55 54.5

そう思う 39 38.6

コロナ禍での

実施状況

全面中止 24 23.1 

一部実施 79 76.0 

(n=104) 全面実施 1 1.0 

*:複数回答可
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6．職場の連携状況
　包括、自治体、関係機関との連携の状況とし
て、「困ったときに相談すること」と「必要時協
力すること」の 2項目においては、「十分できる」
を選択した人が 35％以上であったが、住民・民
間組織は、両項目とも「十分できる」が 30％以
下であった。（表 6）

7．包括看護職のコンピテンシー
　「介護予防を導くリーダーシップの発揮」は、
「できていない」もしくは「あまりできていない」
を選択した人の割合が最も高く、合わせて 70 人
(66.0％ ) であった。それ以外の項目は、「まあま
あできている」「できている」を選択した人が半
数以上であった。「できていない」を 1点～「で

項目 できてい

ない

あまりでき

ていない

少しでき

ている

できている

n (%) n (%) n (%) n (%)

核となる住民との協力関係をつくる (n=106) 7 6.6 18 17 51 48.1 30 28.3

立ち上げを支援する (n=107) 31 29.0 30 28.0 32 29.9 14 13.1

「通いの場」間の交流を促す (n=106) 19 17.9 22 20.8 49 46.2 16 15.1

展望について住民と話し合う (n=107) 16 15.0 12 11.2 62 57.9 17 15.9

核となる住民を育成する (n=107) 27 25.2 33 30.8 41 38.3 6 5.6

参加しやすい運営体制になるよう支援する (n=107) 14 13.1 15 14.0 55 51.4 23 21.5

住民が相互に支え合うための活動ができるよう支援する
(n=104)

14 13.5 22 21.2 59 56.7 9 7.8

項目 (複数回答可) 時間が
とれない

方法が
わからない

技術が不足
している

その他

n (%) n (%) n (%) n (%)

核となる住民との協力関係をつくる (n=106) 11 31.4 4 11.4 9 25.7 11 31.4 

立ち上げを支援する (n=107) 26 30.2 10 11.6 16 18.6 34 39.5 

「通いの場」間の交流を促す (n=106) 18 35.3 8 15.7 10 19.6 15 29.4 

展望について住民と話し合う (n=107) 16 50.0 5 15.6 4 12.5 7 21.9 

核となる住民を育成する (n=107) 22 26.8 16 19.5 16 19.5 28 34.1 

参加しやすい運営体制になるよう支援する (n=107) 9 25.0 5 13.9 10 27.8 12 33.3 

住民が相互に支え合うための活動ができるよう支援
する (n=104)

10 22.7 10 22.7 13 29.5 11 25.0 

項目 ない
/できない

少しある
/少しできる

十分ある
/十分できる

合計点*

n (%) n (%) n (%) Mean±SD

包括

(n=108)

研修に参加する機会 10 9.3 49 45.4 49 45.4 10.3±1.6

困ったときに相談すること 1 0.9 18 16.7 89 82.4

必要時協力すること 0 0 23 21.3 85 78.7

他包括と情報交換する機会 7 6.5 55 50.9 46 42.6

自治体

(n=108)

研修に参加する機会 6 5.6 55 50.9 47 43.5 7.3±1.4

困ったときに相談すること 5 4.6 37 34.3 66 61.1

必要時協力すること 6 5.6 53 49.1 49 45.4

関係機関

(保健医療福祉機

関・事業所など)

研修に参加する機会 (n=108) 4 3.7 55 50.9 49 45.4 7.4±1.3

困ったときに相談すること
(n=107)

3 2.8 35 32.7 69 64.5

必要時協力すること(n=108) 3 2.8 63 58.3 42 38.9

住民・民間組織

(NPO

*合計点：「ない/できない」1点、「少しある/少しできる」2点、「十分ある/十分できる」3点として算出した

など)

困ったときに相談すること
(n=108)

8 7.4 68 63.0 32 29.6 4.4±1.0

必要時協力すること(n=106) 3 2.8 73 68.9 30 28.3

表 6　職場の連携状況

表 5　「通いの場」への支援ができていない理由

表 4　「通いの場」への支援の実施状況
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きている」を 4点として合計点を算出した結果、
最小値 12 点、最大値 32 点、平均 21.8 ± 3.4 点
（得点範囲 8～32 点）であった。（表 7）
　なお、8項目のクロンバックのα係数は、0.83
であった。

8．「通いの場」に対する支援の関連因子
　「通いの場」に対する支援の実施状況（7項目）
の合計点（得点範囲 7～28 点）は、最小値 7点、
最大値 28 点、平均 18.1 ± 4.8 点であり、勤続年
数（ρ＝ 0.230）、支援期間（ρ＝ 0.449）に有意
な相関関係がみられた。また、職場の連携状況得
点では、包括	（ρ＝ 0.407）、自治体（ρ＝ 0.240）、
関係機関（ρ＝ 0.224）、住民・民間組織（ρ＝
0.365）のすべてに有意な相関関係がみられた。
また、包括看護職のコンピテンシーの合計点（ρ
＝ 0.465）とも有意な相関がみられた。有意な相
関がみられたものを独立変数、支援の実施状況

（合計点）を従属変数として重回帰分析（強制投
入法）を実施した結果、調整済み R2 ＝ 0.322 で、
支援期間（β＝ 0.294、p ＝ 0.001）、包括看護職
のコンピテンシーの合計点（β＝ 0.278、p ＝
0.003）、住民・民間組織との連携状況（β＝ 0.270、
p ＝ 0.002）の 3 項目が合計点に関連することが
示された。（表 8）
　また、包括看護職のコンピテンシーの合計点に
代えて、項目を 1つずつ独立変数に加えて重回帰
分析（強制投入法）を行った結果、介護予防を導
くリーダーシップの発揮（β＝ 0.402、p ＜ 0.001、
調整済み R2 ＝ 0.285）、住民との信頼関係の構築
（β＝ 0.276、p ＝ 0.002、調整済み R2 ＝ 0.324）、
地域関係者とのネットワーク形成（β＝ 0.224、p
＝ 0.012、調整済み R2 ＝ 0.306）、個別支援を通し
た地域の把握と課題抽出（β＝ 0.196、p ＝ 0.029、
調整済み R2 ＝ 0.310）の 4項目が支援の実施状況
の合計点に関連することが示された。

表 8　「通いの場」に対する支援の関連因子

表 7　包括看護職のコンピテンシー

項目 できて

いない

あまりでき

ていない

まあまあ

できている

できている 合計点*

n (%) n (%) n (%) n (%) Mean±SD

意欲や強みを引き出す (n=108) 1 0.9 20 18.5 83 76.9 4 3.7 

21.8±3.4

支援者同士の連携をつなぐ (n=107) 4 3.7 31 29.0 65 60.7 7 6.5 

個別支援を通した地域の把握と課題抽
出 (n=107)

1 0.9 33 30.8 64 59.8 9 8.4 

地域関係者とのネットワーク形成

(n=107)

1 0.9 31 29.0 65 60.7 10 9.3 

住民との信頼関係の構築 (n=108) 1 0.9 26 24.1 67 62.0 14 13.0 

介護予防を導くリーダーシップの発揮
(n=106)

16 15.1 54 50.9 33 31.1 3 2.8 

3 職種間の相互理解・情報共有 (n=108) 1 0.9 17 15.7 64 59.3 26 24.1 

(n=108)

*合計点：「できていない」を1点、「あまりできていない」を2点、「まあまあできている」を3点、「できている」を

 4点として算出した

0 0 45 41.7 54 50.0 9 8.3 専門性を高める努力(自己研鑽)

β係数 p 値 調整済み R2

0.322

通いの場への支援期間 0.294 0.001

包括看護職のコンピテンシー(合計点)* 0.278 0.003

住民・民間組織との連携状況 0.270 0.002

包括での勤続年数 0.035 0.749

包括との連携状況 0.067 0.606

自治体との連携状況 0.124 0.334

関係機関

*合計点：「できていない」を1点、「あまりできていない」を2点、

「まあまあできている」を3点、「できている」を4点として算出した

との連携状況 -0.177 0.176
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Ⅳ．考　察

1．対象者と回収率について
　本研究では東京 23 区内の包括において「通い
の場」の支援を行っている看護職を対象として調
査を行ったが、各包括で「通いの場」の支援に従
事している看護職の人数が不明であったため、包
括に在籍する看護職の平均人数 1.4 人8）を根拠と
して、各施設 2部ずつ調査票を送付した。このた
め、調査票の送付枚数を分母として算出した回収
率は 18.9％にとどまっている。一方、各包括で
「通いの場」の支援に従事している看護職は 1名
であると仮定した場合の回収率は 37.8％となるこ
とから、実際の回収率は両者の間の数値となると
考えられる。

2．「通いの場」への支援の実態
　「通いの場」への支援の実施状況として、最も
「できている」の割合が高かったのは「核となる
住民との協力関係をつくる」であるのに対し、
「できていない」の割合が高かったのは「核とな
る住民を育成する」「立ち上げを支援する」で
あった。このことから、住民が自発的に立ち上げ
た「通いの場」については、協力関係を結び、よ
り活発な運営に向けて支援を行うことができてい
るが、新たな「通いの場」の立ち上げに関する支
援は十分に行われていない状況が窺えた。立ち上
げ支援に関しては「できていない」と「あまりで
きていない」の割合が半数を超えており、その理
由としては「その他」の割合が最も多かった。具
体的には「必要性がない」、「担当していない」と
いった理由が多く見受けられたことから、そもそ
も支援を実施していないことが窺えた。立ち上げ
支援の次に、核となる住民の人材育成が「できて
いない」、「あまりできていない」の割合が多く、
その理由は「その他」が最も多かった。「その他」
としては、「サポーターが見つからない」が最も
多かったことから、住民側の問題により支援の実
施が困難になっていることが分かった。先行研究11）

においても、包括の日頃の活動における悩みとし
て、「住民の意識を高めることが難しい」が最も
多い割合を占めていた。自主グループの発足に
は、保健師の存在や行政の支援などが重要な因子
となることが明らかになっており5）、「通いの場」

の立ち上げには、キーパーソンを中心とした入念
な準備が必要であることが明らかになっている16）

ことから、立ち上げ支援と核となる住民の育成
が、「通いの場」普及のために重要な支援になる
と考えられる。
　支援が実施できていない理由については、「方
法がわからない」と「技術が不足している」の割
合は、10％台の項目もあるのに対し、「時間がと
れない」の割合は、全項目で 20％を超えていた。
包括の看護職が 1週間で「一般介護予防事業に関
する業務」にあてている平均時間割合は、他の業
務と比べると低く8）、包括が抱える課題として、
「業務量が過大」が 81.6％と最も多い17）と報告さ
れていることから、包括が担う業務量の多さと人
員の不足により、「通いの場」に対する支援に時
間をかけられていない現状が示唆された。
　「通いの場」の支援担当について、「主担当では
ないが必要時支援を行うことがある」の割合が 4
割強と「主担当である」と同程度存在し、包括に
よって「通いの場」の支援体制が大きく異なるこ
とが示唆された。自身が主担当ではない場合、主
担当者は社会福祉士や主任ケアマネージャーとの
回答以外に、「担当が決まっていない」「輪番制」
との回答割合が高く、「通いの場」との関係性が
密ではない包括も存在することが示唆された。先
行研究18）で、委託型の包括は、直営型と比べる
と所属の法人や市町村担当者の方針の影響が大き
いことが明らかになっており、本調査において
「通いの場」に対する支援ができていないその他
の理由として、「区主体でやっているので動けな
い」という記載もあったことから、自治体の意向
によって「通いの場」への支援が思うようにでき
ていない包括もあることが示唆された。
　また、本調査で、コロナ禍での「通いの場」を
補うための取り組みとして、「チラシの作成・配
布」や「電話での状況確認」などが多く実施され
ていることが明らかになった。先行研究19）で、
「個人宛の勧誘」や「連絡をくれる人がいること
の嬉しさ」などが講座の参加および継続に関連す
る要因として明らかになっていることからも、
「通いの場」に対するモチベーションの維持を目
的とした支援の重要性が示唆された。
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3．「通いの場」に対する支援の関連因子
　「通いの場」への支援の実施状況に関連する要
因の分析結果から、「通いの場」の支援期間が長
いほど、支援の実施状況得点が高くなることが明
らかになった。先行研究18）では、包括で働く保
健師の懸念として、「住民との関係づくりには長
期的なかかわりが必要」という項目が挙がってい
ることから、「通いの場」の支援期間が長いこと
により、住民との関係性が構築され、「通いの場」
への支援の充実に繋がる可能性が考えられる。
　また、包括看護職のコンピテンシー得点が高い
ほど、「通いの場」への支援実施状況得点も高く
なることから、看護職が地域支援の基盤となるコ
ンピテンシーを身につけていることが必要と考え
られた。また特に、包括看護職のコンピテンシー
の各項目を重回帰分析に投入した結果から、「地
域関係者とのネットワーク形成」、「住民との信頼
関係の構築」を行う力が「通いの場」への支援に
関連することが示されている。先行研究20・21）で
は、自主グループの設立に必要な支援として、老
人クラブや既存の自主グループといった住民組織
などの地域関係者との連携が必要なことが明らか
になっていることから、「通いの場」においても
地域関係者とのネットワーク構築が立ち上げや参
加を促す因子となると考えられる。「住民・民間
組織」の連携得点も、「通いの場」への支援実施
状況と関連していたことも、これを支持すると考
えられる。
　一方、本調査の「職場の連携状況」において、
住民・民間組織との相談・協力状況について、
「十分できる」との回答割合は 3割弱と少なかっ
たことから、地域関係者とのネットワーク構築は
包括自体の課題となっていることも示唆される。
　また、包括看護職のコンピテンシーの内、「個
別支援を通した地域の把握と課題抽出」も支援の
実施状況と関連していた。先行研究22）では、包
括が行う社会資源の創出には、多様な個別支援を
通した連携活動との関連が示されていることから
も、地域を把握することで地域の特性にあった
「通いの場」の実現に繋がると考えられる。しか
し、「通いの場」に対する支援の中の、「参加しや
すい運営体制になるように支援する」が「できて
いない」もしくは「あまりできていない」理由と
して、「技術が不足している」と回答した人の割

合が多かった。「介護予防を導くリーダーシップ
の発揮」について「できていない」の回答割合も
高く、本調査の回答者における保健師の資格保有
者は約半数にとどまり、前職として住民に対する
支援が経験可能な、保健所や市町村保健センター
での勤務経験がある人も少なかったことから、十
分な地域診断技術、地域支援技術を身につけてい
ない看護職が実務にあたっている可能性も考えら
れる。このため、「通いの場」の継続、拡大のた
めには、地域特性を考慮した支援が行えるよう、
看護職の能力強化も必要であると考えられる。
　以上より、「通いの場」の拡充のためには、看
護職の能力強化が必要であることが示唆されてお
り、先行研究においても、現任教育があるほど事
業実施数が有意に多いこと23）が報告されている
が、看護職を対象とした現任教育プログラムやマ
ニュアルがある包括は、11.1％と少ないのが現状
である23）。その理由として、包括では看護職は一
人職場となっていることが多いことが挙げられ
る。このため、設置主体である自治体が、包括の
現状に合わせた現任教育プログラムを作成し、提
供するといった支援が必要であると考えられる。
また、多機関で行う研修がネットワークの構築に
有効である24）ことから、自治体が中心となって
そのような研修の場を設けることが有効であると
考えられる。

4．研究の限界と今後の課題
　本調査では、支援の実施状況、職場の連携状
況、包括看護職のコンピテンシーにおける各項目
の回答を点数化して分析を実施したが、今後、包
括看護職のコンピテンシーや職務状況を把握する
ための尺度を開発し、より精緻な調査を行うこと
が必要と考えられる。
　また、回収率が低いことから、回答者に偏りが
あることが考えられる。加えて本研究では、対象
の母集団を正確に把握できていないことが限界と
なっている。このため、「通いの場」の支援を
行っている看護職をより正確に把握した上での調
査実施が求められる。
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究は共立女子大学看護学部に提出した卒業論文に修正
を加えたものである。また、本研究は第	10 回日本公
衆衛生看護学会学術集会において発表した。
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